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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第113期

第３四半期連結
累計期間

第114期
第３四半期連結
累計期間

第113期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 22,410,669 21,596,599 29,856,960

経常利益 （千円） 1,417,575 1,217,763 1,900,067

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 979,762 779,633 1,392,470

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 111,705 1,221,954 1,268,422

純資産額 （千円） 20,195,420 22,377,117 21,352,085

総資産額 （千円） 28,789,113 30,073,989 30,325,552

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 68.10 54.19 96.78

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） - - －

自己資本比率 （％） 65.7 69.3 65.7

 

回次
第113期

第３四半期連結
会計期間

第114期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.07 18.51

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年12月31日）におけるわが国経済は、好調な輸出が国内

景気をけん引し、設備投資も企業業績の改善を背景に増加基調が続くなど、景気は企業部門が主導するかたちで回

復傾向が続きました。

一方、世界経済は拡大基調にあるものの、米国の経済政策運営や英国のEU離脱交渉の動向、北東アジアにおける

地政学的リスクの高まりなど、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの主要市場でありますトラック市場におきましては、国内は公共投資による下支えや代替需要など

により堅調に推移しました。海外につきましては、タイ、インドネシア等では需要は底堅く、中国においても高水

準のインフラ投資を背景に需要は堅調に推移しました。

また、産業・建設機械市場につきましては、国内では排ガス規制前の駆け込み需要もあり好調に推移し、海外に

おいても、主に中国をはじめとする新興国での好調なインフラ投資により、需要は堅調に推移しました。

このような状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）の売上高は、堅調なトラック市場及び産業・建設

機械市場の需要回復による販売増があったものの、中国子会社の輸出製品売上の減少の影響を受け、前年同四半期

に比べ減少しました。

この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は215億96百万円（前年同四半期比3.6％減）とな

りました。

利益面におきましては、原価低減活動、経費抑制等を推し進めましたが、売上の減少影響等により、営業利益は

11億26百万円（前年同四半期比27.7％減）となりました。経常利益は12億17百万円（前年同四半期比14.1％減）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は７億79百万円（前年同四半期比20.4％減）となりました。

 

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

ａ．日本
  

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む） 192億42百万円 （前年同四半期比　  1.4％増）

　・セグメント利益 ５億21百万円 （前年同四半期比　 71.5％増）

ｂ．中国

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む） 41億22百万円 （前年同四半期比　 33.6％減）

　・セグメント利益 ４億71百万円 （前年同四半期比　 58.4％減）

ｃ．アジア

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む） 16億82百万円 （前年同四半期比　 18.2％増）

　・セグメント利益 １億54百万円 （前年同四半期比　 35.4％増）
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(2）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、300億73百万円と前連結会計年度末に比べ２億51百万円の減少

となりました。

流動資産は214億11百万円と前連結会計年度末に比べ４億９百万円の減少となり、固定資産は86億62百万円と前

連結会計年度末に比べ１億57百万円の増加となりました。

流動資産減少は主として、親会社のグループファイナンスに対する預け金１億77百万円、棚卸資産１億63百万円

が減少したこと等によるものです。

固定資産増加は主として、有形固定資産97百万円が減少しましたが、投資有価証券２億95百万円が増加したこと

等によるものです。

 

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は、76億96百万円と前連結会計年度末に比べ12億76百万円の減少とな

りました。

流動負債は68億95百万円と前連結会計年度末に比べ14億８百万円の減少となり、固定負債は８億１百万円と前連

結会計年度末に比べ１億32百万円の増加となりました。

流動負債減少は主として、電子記録債務４億34百万円、支払手形及び買掛金４億19百万円、未払費用２億５百万

円が減少したこと等によるものです。

固定負債増加は主として、繰延税金負債１億43百万円が増加したこと等によるものです。

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、223億77百万円と前連結会計年度末に比べ10億25百万円の増加

となりました。

これは主として、親会社株主に帰属する四半期純利益（累計期間）７億79百万円の計上により利益剰余金が増加

したこと等によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は149百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,400,000 14,400,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株であ

ります。

計 14,400,000 14,400,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 14,400,000 － 1,317,600 － 778,300

 

（６）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

  普通株式    12,000
- 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,385,800 143,858 同上

単元未満株式 普通株式     2,200 - -

発行済株式総数 14,400,000 - -

総株主の議決権 - 143,858 -

 

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

東京ラヂエーター製造㈱
藤沢市遠藤2002番地１ 12,000 － 12,000 0.08

計 ― 12,000 － 12,000 0.08

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,649,270 4,628,003

受取手形及び売掛金 8,089,810 ※ 8,084,558

商品及び製品 692,145 617,978

仕掛品 343,997 297,206

原材料及び貯蔵品 979,985 937,822

繰延税金資産 227,687 172,854

預け金 6,549,408 6,371,651

その他 291,241 304,116

貸倒引当金 △2,325 △2,325

流動資産合計 21,821,220 21,411,866

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,594,952 4,629,221

減価償却累計額 △2,947,981 △3,012,581

建物及び構築物（純額） 1,646,971 1,616,639

機械装置及び運搬具 14,717,984 14,852,923

減価償却累計額 △11,417,249 △11,582,802

機械装置及び運搬具（純額） 3,300,735 3,270,121

工具、器具及び備品 6,706,134 6,896,639

減価償却累計額 △5,785,497 △6,041,418

工具、器具及び備品（純額） 920,637 855,221

土地 1,106,558 1,106,558

建設仮勘定 251,378 280,374

有形固定資産合計 7,226,282 7,128,915

無形固定資産 152,598 134,895

投資その他の資産   

投資有価証券 1,016,456 1,311,592

繰延税金資産 22,708 12,990

その他 86,285 73,729

投資その他の資産合計 1,125,450 1,398,313

固定資産合計 8,504,331 8,662,123

資産合計 30,325,552 30,073,989
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,318,036 ※ 2,898,711

電子記録債務 2,822,714 2,388,047

短期借入金 97,500 84,500

未払費用 1,051,720 845,803

未払法人税等 314,827 166,236

製品保証引当金 33,176 35,527

設備関係支払手形 187,997 ※ 78,522

営業外電子記録債務 90,945 129,673

設備関係未払金 241,877 70,325

その他 145,244 198,037

流動負債合計 8,304,041 6,895,386

固定負債   

退職給付に係る負債 551,698 540,144

繰延税金負債 95,603 239,139

その他 22,123 22,202

固定負債合計 669,425 801,486

負債合計 8,973,466 7,696,872

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,317,600 1,317,600

資本剰余金 778,300 778,300

利益剰余金 17,044,739 17,673,299

自己株式 △4,485 △4,529

株主資本合計 19,136,154 19,764,670

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 502,302 700,608

為替換算調整勘定 354,802 426,356

退職給付に係る調整累計額 △81,494 △55,413

その他の包括利益累計額合計 775,610 1,071,551

非支配株主持分 1,440,320 1,540,894

純資産合計 21,352,085 22,377,117

負債純資産合計 30,325,552 30,073,989
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 22,410,669 21,596,599

売上原価 18,952,491 18,428,343

売上総利益 3,458,177 3,168,256

販売費及び一般管理費 1,900,172 2,041,398

営業利益 1,558,005 1,126,857

営業外収益   

受取利息 41,842 57,926

受取配当金 14,729 15,444

受取賃貸料 3,431 3,667

受取手数料 7,814 7,804

その他 11,004 10,634

営業外収益合計 78,823 95,477

営業外費用   

支払利息 14,612 2,033

為替差損 203,060 1,613

その他 1,579 924

営業外費用合計 219,253 4,571

経常利益 1,417,575 1,217,763

特別利益   

固定資産売却益 2,434 2

特別利益合計 2,434 2

特別損失   

固定資産売却損 491 59

固定資産除却損 6,962 8,581

特別損失合計 7,454 8,640

税金等調整前四半期純利益 1,412,555 1,209,125

法人税、住民税及び事業税 284,023 186,695

法人税等調整額 31,927 112,968

法人税等合計 315,950 299,664

四半期純利益 1,096,605 909,460

非支配株主に帰属する四半期純利益 116,842 129,826

親会社株主に帰属する四半期純利益 979,762 779,633
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,096,605 909,460

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 161,362 198,305

為替換算調整勘定 △1,175,443 88,107

退職給付に係る調整額 29,181 26,080

その他の包括利益合計 △984,899 312,493

四半期包括利益 111,705 1,221,954

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 214,373 1,075,574

非支配株主に係る四半期包括利益 △102,667 146,379
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 当第３四半期連結会計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

　 該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

有形固定資産の減価償却方法については、従来、当社では主として定率法を採用し、在外連結子会社では定

額法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定率法を採用していた有形固定資産について

は、減価償却方法を定額法に変更しております。

この変更は、以下に記載したここ数年における当社を取り巻く経営環境の変化及び2016年度に見直した中期

経営計画の投資計画方針の観点から、機械装置をはじめとする当社有形固定資産の減価償却方法を見直したも

のであります。

過年度において排ガス規制施行による需要増に対し投資した設備の減価償却期間が一巡し、昨今の在外生産

子会社の操業度安定による最適化生産及びグローバル生産体制の確立により、国内における当社保有の設備の

稼働状況が平準化されてきたことから、今後も長期かつ安定的に耐用年数に亘り設備を使用することが見込ま

れております。また、中期経営計画の投資方針として、現有設備の維持更新目的の投資を中心とした顧客ニー

ズに対応した環境規制対応製品拡販のための戦略投資に注力していくことが計画されているものの、大規模な

設備投資は計画されておりません。

以上のような経営環境の変化及び中期経営計画の内容に基づき有形固定資産の減価償却方法を見直した結

果、定額法による減価償却方法が当社設備の使用実態をより適切に反映するものと判断しました。

当該変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が129,485千円減

少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ125,551千円増加しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 -千円 4,803千円

支払手形 -千円 92,601千円

設備関係支払手形 -千円 63,744千円

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 900,269千円 728,685千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 57,552 利益剰余金 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月10日

取締役会
普通株式 71,940 利益剰余金 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 71,940 利益剰余金 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 79,133 利益剰余金 5.50 平成29年９月30日 平成29年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

東京ラヂエーター製造株式会社(E02158)

四半期報告書

13/18



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 中国
アジア
（注）３

計

売上高       

外部顧客への売上高 17,856,266 3,131,258 1,423,144 22,410,669 - 22,410,669

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,114,598 3,072,659 442 4,187,700 (4,187,700) -

計 18,970,864 6,203,918 1,423,586 26,598,369 (4,187,700) 22,410,669

セグメント利益 303,940 1,134,776 113,894 1,552,611 5,394 1,558,005

　（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

　　　　３．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア・・・インドネシア共和国、タイ王国

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 中国
アジア
（注）３

計

売上高       

外部顧客への売上高 18,085,095 1,830,735 1,680,768 21,596,599 - 21,596,599

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,157,533 2,291,642 1,584 3,450,759 (3,450,759) -

計 19,242,628 4,122,377 1,682,353 25,047,359 (3,450,759) 21,596,599

セグメント利益 521,244 471,647 154,213 1,147,105 (20,247) 1,126,857

　（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

　　　　３．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア・・・インドネシア共和国、タイ王国

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、有形固定資産の

減価償却方法については、従来、当社では主として定率法を採用し、在外連結子会社では定額法を採用

しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定率法を採用していた有形固定資産については、減

価償却方法を定額法に変更しております。

なお、この変更に伴い、従来の方法と比較し、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は、日本

　で125,551千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額  68円10銭 54円19銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

金額
（千円） 979,762 779,633

普通株主に帰属しない金額 （千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益金額
（千円） 979,762 779,633

普通株式の期中平均株式数 （株） 14,388,052 14,388,001

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）　配当金の総額 　79,133千円

　（ロ）　１株当たりの金額 　５円50銭

　（ハ）　支払請求の効力発生日及び支払開始日 　平成29年12月６日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成30年２月14日

東京ラヂエーター製造株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊　　藤　　功　　樹　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　　村　　　 信　　　 ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る東京ラヂエーター製造株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３

四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平

成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ラヂエーター製造株式会社及

び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の

経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　 以　上
 
 
（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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